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平成 30 年度 総括研究報告書 

 

小児における感染症対策に係る地域ネットワークの標準モデルを検証し全国に普及す

るための研究 

主任研究者 宮入烈(国立成育医療研究センター 生体防御系内科部感染症科) 

 

研究要旨 

薬剤耐性(AMR, antimicrobial resistance)対策アクションプランの一貫として、抗菌薬

の適正使用が掲げられている。小児期に罹患する感染症の多くは抗菌薬が不要なウイルス感

染症であるにも関わらず、不適切な抗菌薬処方がなされていると考えられる。本研究班では

外来における小児感染症の適正使用推進とアクションプランの実現を図るために、検討を重

ね本年度は以下の成果を得た。(1) 本邦の小児抗菌薬処方実態を明らかにするために、ナシ

ョナルデータベースを用いた本邦における小児の内服抗菌薬の使用実態調査により、処方

が1-5歳未満の未就学児に対する呼吸器感染症に集中していること、第三世代セフェムとマ

クロライド使用量が多い事、小児科のみならず耳鼻科における処方が多い事が判明した。

そこで、(2)小児を対象とした「抗微生物薬適正使用の手引き」の原案を作成し、気道感染

症・中耳炎・急性下痢症における抗菌薬の適応を明らかにした。 (3) また医師の処方行動

の変容を促すためのプログラムとして、3次医療機関における抗菌薬使用許可制のモデル、

急病センターにおける抗菌薬処方量の把握と参加医師へのフィードバックや啓発を軸とし

たモデル、クリニックごとの抗菌薬使用量を薬局で把握してフィードバックするモデルを構

築した。いずれのモデルも効果的である事が判明した。最終的にはこれらの成果をまとめ、

全国における展開を目指し、小児における抗菌薬適正使用を地域で推進するための実施要綱

を作成する予定である。 

 

分担研究者 

 堀越 裕歩（東京都立小児総合医療セン

ター感染症科 医長） 

 笠井 正志（兵庫県立こども病院感染症

内科 部長） 

研究協力者（図１） 

 木下 典子（国立国際医療研究センター） 

 明神 翔太（姫路赤十字病院） 

 世田谷区医師会 

 府中市医師会 

 府中市医師会 

 神戸市医師会 

 姫路市医師会 

図１ 研究組織 

 

他の AMR 対策をテーマとしている研究班と
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の連携（図２） 

(地域における感染対策に係るネットワー

クの標準モデルを検証･推進するための研

究 : 田辺班、地域連携に基づいた医療機関

等における薬剤耐性菌の感染制御に関する

研究:八木班、：大曲班)、学術団体(日本小

児感染症学会)、組織(AMR 臨床リファレン

スセンター、薬剤耐性対策等推進事業班地

域保健総合推進事業、日本小児総合医療施

設協議会 小児感染管理ネットワーク)と

の連携をはかった。 

 

図２ 当該研究班と他の AMR 関連研究班と

の関係 

 

 

Ａ. 研究目的 

本研究の目的は、小児における薬剤耐性菌

対策のために、地域における抗菌薬適正使

用を推進するためのモデルを構築する事で

ある。主として外来における経口抗菌薬の

適正使用を推進するための方策を検討する。 

初年度は以下の3つの研究計画に則り、これ

を実施した。 

(1)本邦の小児抗菌薬処方実態を明らかに

するためのナショナルデータベースを用い

た疫学調査 

(2)小児を対象とした「抗微生物薬適正使用

の手引き」の作成。 

(3)小児における抗菌薬適正使用を地域で

推進するためのモデル作り 

 

B. 研究方法 

研究の実施経過： ()内の数字は上記３つの

プロジェクトに対応 

 

＜研究代表者(宮入烈)/プロジェクトマネ

ージャー(宇田和宏・木下典子）＞ 

(1) 小児の抗菌薬の処方データをレセプト

情報・特定健診等情報データベース（NDB）

の調剤レセプトから年齢等の属性データを抽

出し人口補正を行った。抗菌薬は、WHO の

定めた医薬品分類である ATC 分類の J01 に

該当する項目から内服抗菌薬を抽出し、17 種

類に分類した。抗菌薬の使用密度は抗菌薬処

方日数（Days of therapy：DOT)を用いて算

出した。統計学的解析には評価項目における

標準的な傾向検定を行った。 

 

＜研究代表者(宮入烈)/分担研究者（笠井正

志・堀越裕歩）＞ 

(2) 小児を対象とした「抗微生物薬適正使

用の手引き」の作成。小児における気道感

染症を、感冒・鼻副鼻腔炎、咽頭炎、クル

ープ症候群、気管支炎、細気管支炎に大別

し、他急性中耳炎、急性下痢症の項目を設

定した。それぞれについて文献検索と各種

ガイドラインを参考に、抗菌薬が必要な状

況、不必要な状況を定義し、初期治療選択

薬を提示し、注意すべき所見や状態を挙げ

た。複雑な状況や重症感染症、稀な状態に

ついては言及せず、一次診療を行う医療者

の抗菌薬適応の指標を掲げることを目的と

した。 
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＜分担研究者(堀越裕歩)/プロジェクトマ

ネージャー（宇田和宏）＞ 

(3)-1 医療機関毎に抗菌薬の使用量を調査

しフィードバックして適正使用の材料にし

てもらう ｢monitoring and feed back｣の手

法を導入した。府中地域で医師会、薬剤師

会、保健所の協力を得てチームを形成した。

調剤薬局からデータ抽出を行い、研究員が

データの統合と解析を行い、協力医療機関

に３か月ごとにフィードバックを開始した。

同様の検討を町田市でも開始した。 

 

＜分担研究者（笠井正志）、協力者：宍戸亜

由美、明神翔太＞ 

 (3)-2 兵庫地域への教育啓発活動を開始

し、神戸こども初期急病センター、姫路市

休日夜間急病センターでの処方動向把握、

介入にむけてのチームを結成し、抗菌薬処

方内容調査を行なった。更に、処方行動変

容を目的にニュースレター形式でのフィー

ドバック、施設の実情に即したマニュアル

を用いた。 

 

C. 研究結果 

本邦の小児抗菌薬処方実態(分担報告書 

宮入参照) 

 

我々は 2013-2016 年におけるレセプト情

報・特定健診等情報データベース（NDB）を

用いて小児の抗菌薬使用量調査を行い、使用

された抗菌薬の種類、処方された年代、疾患

名、処方医の標榜科を検討した。使用量は第

3 世代セフェム、マクロライド、ペニシリン

系抗菌薬、キノロン系抗菌薬の順に多く、年

齢別では、就学前の 1-5 歳未満、特に 1 歳台

に多くかった。また、疾患名では、小児の内

服抗菌薬使用の 80%を気道感染症が占めてい

た。今回の調査では気道感染症に対する抗菌

薬処方率は約 30％であった。標榜科別では、

耳鼻科での抗菌薬処方は、小児科と比較して

同等かそれ以上であった。上記検討によりタ

ーゲットとすべき、年代、抗菌薬の種類、疾

患名、標榜科が明らかとなった。 

疾患ごとの適正な抗菌薬処方率は現時点で

不明であるが、国立成育医療研究センターの

救急外来における抗菌薬処方実態を調査した

ところ、小児の発熱患者における抗菌薬処方

率は 4.9％であった。また急性胃腸炎と診断さ

れた患者における初診時の抗菌薬処方率は

1％未満で有った。最終的に細菌性腸炎と診断

された 24 例中（カンピロバクター腸炎、サル

モネラ腸炎）抗菌薬投与が行われたのは 6 例

で、それ以外の患者は自然軽快した。 

小児における抗微生物薬適正使用の手引き

原案の作成（宮入・堀越・笠井） 

現行の「抗微生物薬適正使用のてびき」は学

童以降の小児を対象としたものであるが、上

記の処方実態を踏まえ、乳幼児を対象とした

手引きの原案を作成した。特徴としては、小

児における気道感染症の病型の違いを、踏ま

えた分類を行ったこと、重症感染症の鑑別の

ポイントを記載したこと、中耳炎に関する記

載を加えたこと、急性胃腸炎については脱水

の管理を重要視したことが挙げられる。研究

班から検討小委員会に上梓予定。 

 

小児における抗菌薬適正使用を地域で推進

するためのモデル作りー府中モデル（堀越

分担研究報告書参照） 
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府中市医師会の 21 のクリニック、20 の調

剤薬局が参加した。2017 年 1 月から 2018

年 12 月までの期間で、医療機関の患者デー

タおよび薬局からのデータが収集できたク

リニックは 9 クリニック/薬局であった。抗

菌薬処方の合計は、小児科では 2017 年

5370 件/受診患者/年、2018 年 4616 件/受診

患者/年で、内科では 2017 年 643 件/受診患

者/年、2018年 485件/受診患者/年であった。

2017 年と 2018 年の比較では小児科、内科

とも減少していたが、統計学的には有意な

減少は見られなかった（p=0.10 [小児科], 

p=0.10 [内科]）。 

小児科では、ペニシリン・アモキシシリ

ンの占める割合が高く、内科では、3 世代

セフェム、マクロライドが多く、ペニシリ

ン系が少なかった。2017 年と 2018 年の比

較では、小児科では、3 世代セフェムが減

少し、第 1 世代セフェムが増加していた。 

小児における抗菌薬適正使用を地域で推進

するためのモデル作りー兵庫モデル（笠井

分担研究報告書参照） 

 神戸こども急病センターにおいては介入前

の採用薬はアモキシシリン、セフジトレンピ

ボキシル、トスフロキサシン、クラリスロマ

イシン、ホスホマイシンの 5 種類で、処方率

は全体で 9%だった。処方された抗菌薬の 50%

が第 3 世代セフェム系薬であった。経口第 3

世代セフェム系薬の処方の中で不必要処方は

65%であった。介入後の経口第 3 世代セフェ

ム系薬の処方の中で不必要処方は 50%まで低

下し受診患者あたりの抗菌薬処方率は 4.9%

まで低下した。 

姫路市休日・夜間急病センターにおいては、

介入前の採用抗菌薬は同一系統のものを含め

合計 13 種類存在し、15 歳以下の患者の 13%

に経口抗菌薬が処方されていた。抗菌薬処方

率は年度毎に低下傾向を認め、2017 年度は受

診者の 10%に経口抗菌薬が処方されていた。

年度・患者年齢によらず第 3 世代セフェム系

薬の処方が多く、急性気道感染症の 17%に抗

菌薬処方があった。介入後は全体の抗菌薬処

方率は介入準備期以降は 8%まで低下した。特

に小児科医師の抗菌薬処方率は介入前 10%か

ら介入後 4%まで低下した。抗菌薬種別ではペ

ニシリン系薬の DOTs が上昇し、第 3 世代セ

フェム系薬が減少した。病名別では急性気道

感染症・急性中耳炎・溶連菌感染症ともに経

口第3世代セフェム系薬のDOTsは減少した。 

 

D. 考察 

 

本邦の小児抗菌薬処方実態を明らかにする

ために、ナショナルデータベースを用いた

本邦における小児の内服抗菌薬の使用実態

調査により、処方が 1-5 歳未満の未就学児

に対する呼吸器感染症に集中していること、

第三世代セフェムとマクロライド使用量が

多い事、小児科のみならず耳鼻科における

処方が多い事が判明した。この処方実態は、

必ずしも不必要な抗菌薬処方を反映してい

るものではないが、研究者らの施設におけ

る処方実態と照らし合わせた場合に、本来

抗菌薬が不必要な患者に対して処方が行わ

れている可能性、また不必要に広域な抗菌

薬が使用されている事が示唆された。処方

量の国際比較において本邦における広域抗

菌薬の処方割合は先進国で最も多く、後進

国を含めても最も多い部類に入ることが明

らかとなっている。（Hsia Y,et al.Lancet 

Infect Dis. 2019 Jan;19(1):67-75.) 
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 現在の問題点として、小児における適正使

用の基準が必ずしも明確でない事が挙げら

れる。小児感染症学会等のガイドラインに

は気道感染症等に関する抗菌薬適応に言及

しているものの、小児医療を専門としない

医療者を対象としたものではなく、学童期

以降の小児を対象とした現行の「抗微生物

薬適正使用の手引き」を補填する手引きが

必要である。そこで我々は小児を対象とし

た「抗微生物薬適正使用の手引びき」の原

案を作成し、気道感染症・中耳炎・急性下

痢症における抗菌薬の適応について言及し

た。本稿は今後複数の専門家に評価された

上で公開されることが見込まれる。  

 AMR 対策の認知度は徐々に上がっている

が、未だに現行の手引きの普及率は必ずし

も高いといえず、能動的にこの対策を推進

する方策が求められている。他の厚労研究

班（田辺班、八木班、大曲班）が地域にお

ける感染対策にかかわる体制を整備し、サ

ーベイランス方法を開発しているのに対し

て、我々は医療者の処方行動の変容を目的

とした手法の開発を目指した。 

具体的には、3次医療機関における抗菌

薬使用許可制のモデル、急病センターにお

ける抗菌薬処方量の把握と参加医師へのフ

ィードバックや啓発を軸としたモデル、ク

リニックごとの抗菌薬使用量を薬局で把握

してフィードバックするモデルを構築した。

昨年度はこれらのモデルの骨子を形成し、

始動したところであったが本年度これらを

継続しいずれのモデルも効果的である事が

判明した。 

それぞれのモデルにおける必要な要素と

して、プログラムを統括するリーダーシッ

プ、ステークホルダーの参加（保健所、医

師会、薬剤師会、個々の医療者）、抗菌薬使

用量のモニタリングを行う医療者（薬剤師）、

施設や地域の実態を反映する抗菌薬使用に

関わるマニュアル、教育、具体的な到達目

標が必要であることが判明した。 

最終的にはこれらの成果をまとめ、全国

における展開を目指し、小児における抗菌

薬適正使用を地域で推進するための実施要

綱を作成する予定である。 

プログラムの設置や維持には多くの労力

が必要で有り、処方サーベイランスの自動

化や行政等を軸とした一定の強制力をもつ

体制の整備が必要と考えられた。 

 

 

F.健康危機情報 

 特になし 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

Uda K, Kinoshita N, Morisaki N, Kasai M, 

Horikoshi Y, Miyairi I. Targets for 

optimizing oral antibiotic prescriptions 

for pediatric outpatients in Japan. Jpn J 

Infect Dis. 2018 Dec 25.  

 

Kinoshita N, Morisaki N, Uda K, Kasai M, 

Horikoshi Y, Miyairi I. Nationwide study 

of outpatient oral antimicrobial 

utilization patterns for children in Japan 

(2013-2016). J Infect Chemother. 2019 

Jan;25(1):22-27.  

 

2. 学会発表 

1) Kinoshita N, Morisaki N, Uda K, Kasai 

M, Horikoshi Y, Miyairi I. Nationwide 

Outpatient Oral Antimicrobial Utilization 
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by Children in Japan. ID week 2018、2018

年 10 月 5 日、サンフランシスコ（米国）. 

2) Uda K, Kinoshita N, Morisaki N, Kasai 

M, Horikoshi Y, Miyairi I. Targets for 

Optimizing Oral Antibiotic Prescriptions 

for Pediatric Outpatients in Japan. ID week 

2018、2018 年 10 月 5 日、サンフランシスコ

（米国）. 

3) 宇田 和宏、大久保 祐輔、木下 典子、

森崎 菜穂、笠井 正志、堀越 裕歩、宮入 

烈. 第 122 回日本小児科学会学術集会 2019

年 4 月 21 日、金沢. 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 

 特になし 

 ２．実用新案登録 

 特になし 

 

 ３．その他 

 研究成果を共有する、研究モデル

事業地区、研究協力機関を掲載するホーム

ページを更新した。 

http://www.ncchd.go.jp/center/activity

/amr/index.html 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

平成 30 年度 分担研究報告書 

 

ナショナルデーターベースを用いた本邦における小児の内服抗菌薬の使用実態に関する研究 

宮入 烈 (国立成育医療研究センター 生体防御系内科部感染症科) 

 

研究要旨 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題である。日本では抗菌薬の 9 割が内服処方されており、政府は薬

剤耐性(AMR, antimicrobial resistance)対策アクションプランの一貫で経口のセファロスポリ

ン、フルオロキノロン、マクロライド系の使用量を 50％削減することを目標に掲げた。小児は

感染症に罹患する機会が多く、内服抗菌薬処方の対象となりやい。アクションプランの実現を測

るためには、本邦における小児内服抗菌薬使用実態を詳細に検討し、介入すべき因子を明らかに

していく必要がある。我々は 2013-2016 年におけるレセプト情報・特定健診等情報データベー

ス（NDB）を用いて小児の抗菌薬使用量調査を行い、使用された抗菌薬の種類、処方された年

代、疾患名、処方医の標榜科を検討した。使用量は第 3 世代セフェム、マクロライド、ペニシ

リン系抗菌薬、キノロン系抗菌薬の順に多く、年齢別では、就学前の 1-5 歳未満、特に 1 歳台に

多くかった。また、疾患名では、小児の内服抗菌薬使用の 80%を気道感染症が占めていた。標

榜科別では、耳鼻科での抗菌薬処方は、小児科と比較して同等かそれ以上であった。上記検討に

よりターゲットとすべき、年代、抗菌薬の種類、疾患名、標榜科が明らかとなった。アクション

プラン実現のために国全体として具体的介入手段を講じる必要がある。 

 

 

研究協力者 

宇田和宏(東京都立小児総合医療センター 

感染症科) 

木下典子(国立国際医療研究センター 総合

感染症科) 

大久保祐介（カリフォルニア大学ロサンゼル

ス校 公衆衛生大学院) 

森崎菜穂(国立成育医療研究センター 社会

医学部) 

 

Ａ. 研究目的 

 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、対策を

講じる必要がある。日本政府は、2016 年 4 月

に薬剤耐性(AMR, antimicrobial resistance)

対策アクションプランを発表した[1]。枠組み

の一つとして、医療機関における抗微生物薬

使用量の動向の把握を掲げ、その中で成果指

標として、内服薬のセファロスポリン系、フ

ルオロキノロン系、マクロライド系の使用量

の半減を数値目標としている。これまでの本

邦の大規模調査において小児の内服抗菌薬処

方が多いことが明らかになり[2]、AMR 対策

において小児は極めて重要なターゲットであ

ると考えられている。小児は感染症に罹患す

る機会が多く[3]、抗菌薬処方の対象となる可

能性が高い。小児の AMR 対策を推進するた

めには、本邦における小児内服抗菌薬使用実
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態を詳細に検討し、介入すべき対象を明らか

にしていく必要がある。 

 

Ｂ. 研究方法 

1）対象 

0-15 歳の全国民 

 

2）期間 

2013 年 1 月から 2016 年 12 月  

 

3）データの抽出方法 

レセプト情報・特定健診等情報データベース

（NDB）[4] の調剤レセプトから下記の項目

を抽出した。人口は、総務省統計局のホーム

ページから全国、年齢毎、都道府県毎の人口

推計を用いた[5]。モデル地区の人口は該当地

区の区、市のホームページから人口推計を用

いた。 

4）データの抽出項目 

性別、年齢、処方年月日、処方医療機関の所

在する都道府県、抗菌薬の薬品名、分量・単

位、抗菌薬調剤数、抗菌薬全量 

 

5）抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC分類のJ01に該当する項目から内服抗菌

薬を抽出し、下記の 17 種類に分類した。 

ベンジルペニシリン、広域ペニシリン、β ラ

クタム阻害薬配合ペニシリン、第 1 世代セフ

ァロスポリン、第 2 世代セファロスポリン、

第 3 世代セファロスポリン、ペネム系抗菌薬、

ファロペネム、バンコマイシン、ホスホマイ

シン、マクロライド系抗菌薬、テトラサイク

リン系抗菌薬、リンコサミド、リネゾリド、

クロラムフェニコール、キノロン系抗菌薬、

ST 合剤 

6) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOT)を

用いて算出した。 

・DOT/1000 pediatric inhabitants/day 

(DOT/PID)：経年的な変化、年齢分布、標榜

科別の検討では、全国、年度毎、都道府県毎

の小児人口で補正した。小児千人口あたりの

1 日の抗菌薬使用日数として DOT/1000 

pediatric inhabitants/day (DOT/PID)を用い

た。 

・DOT/visitors：感染症病名での受診者に関

しては、感染症病名での受診者数を用いた。 

 

7）統計学的解析 

評価項目における傾向検定 (Chi-squared 

test)、および t検定を行い、有意水準を p<0.05

とした。 

 

8）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た。（受付番号：1491）NDB のデータ

は、匿名化（特定の個人を識別することがで

きないもの）された既存データではあるが、

周知のため研究班の HP で公開した。 

 

Ｃ．結果 

検討した調剤レセプトは 2,914,433,202 件で

あった。当該内服抗菌薬が処方されたレセプ

ト数は 1,3869,332 件であった。 

2013-2016 年における小児抗菌薬使用量は

全体でみると、マクロライドと第 3 世代セフ

ェムがそれぞれ 37.6%と 35.5%と多かった。

続いて広域ペニシリン系抗菌薬 10.9%、キノ

ロン系抗菌薬 5.6%、テトラサイクリン系抗

菌薬 1.8%、ファロペネム 1.5%、ホスホマイ

シン 1.4%、ペネム系抗菌薬 1.2%と続いた。 
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 抗菌薬合計量の年次推移を比較検討したが

2013 年から 2016 年にかけて変化が見られな

かった(2013: 28.54 DOT/PID, 2016: 28.70 

DOT/PID, Ptrend = 0.25)。AMR のアクション

プランのターゲットとなる抗菌薬であるマク

ロライド系抗菌薬(2013:11.04 DOT/PID, 

2016:10.72 DOT/PID, Ptrend=0.52)、第 3 世代

セファロスポリン

(2013:10.21DOT/PID,2016:9.87DOT/PID, 

Ptrend=0.50)、ニューキノロン系抗菌薬 

(2013:1.46DOT/PID,2016:1.86DOT/PID, 

Ptrend = 0.06)においても統計学的には優位な

低下がみられなかった(図 1)。 

 年齢別に検討すると、1-5 歳で抗菌薬処量

が多く、特に 1 歳で最も抗菌薬処方量が多か

った。さらにニューキノロン系抗菌薬は１歳

の児の 8.6%をしめた(図 2)。 

 都道府県毎に見ると地域によるばらつきが

あった。処方量が一番少ない県と一番多い県

を比較すると 2.7 倍の開きがあった(図 3)。 

 標榜科別の検討では、モデル地区である東

京都世田谷区、府中市、兵庫県神戸市に限定

し、標榜科別の抗菌薬処方実態の調査を行っ

た。3 地区とも小児科と耳鼻科の一次医療機

関の処方が最も多かった。3 地区の合計 DOT

を図 4 に示した。耳鼻科の一次医療機関の処

方量が小児科の一次医療機関の処方量の 1.3

倍であった。 

また抗菌薬の種類と標榜医の関連では、第

3 世代セファロスポリン系抗菌薬、ニューキ

ノロン系抗菌薬、ペネム系抗菌薬の処方は主

に小児科医、耳鼻科医によってなされている

こと、テトラサイクリン系抗菌薬は皮膚科医

による処方が多くを占めていた（図 5）。また

皮膚科医のテトラサイクリン処方の 33%が 8

歳以下の小児に対して使用されていた。 

 病名ごとの抗菌薬処方の解析では、医科レ

セプトを用いた。医科レセプトは

3,551,794,726 件あり、感染症病名での受診件

数は 297,197,328 件で、主病名に感染症病名

がついている患者は、96,252,259件であった。

病名毎の処方率（処方件数/受診件数）は、上

気道炎 32%、下気道炎 37%、胃腸炎 10%、イ

ンフルエンザ 8%、皮膚感染症 40%、中耳炎

44%であった（図 6）。全抗菌薬のうち、54.6%

が上気道炎の病名に、26.2%が下気道炎の病

名に使用されていた（図 7）。 

 

 Ｄ. 考察 

2013 年 1 月から 2016 年 12 月の小児抗菌薬

使用量を DOT/PID で評価したが、変化はみ

られなかった。さらにアクションプランに掲

げられている第 3 世代セフェム系抗菌薬、マ

クロライド系抗菌薬、キノロン系抗菌薬にお

いても優位な低下は見られなかった。2016 年

４月に発表された AMR 対策のためのアクシ

ョンプランではこれらの薬剤の使用量を

2013 年と比較して 50%の削減することがあ

げられている。このまま介入なしでは、アク

ションプランの実現は困難である。薬剤耐性

菌対策に対する問題意識を共有し、医療機関、

国民全てが連携し、国全体として、介入手段

を講じる必要がある。 

年齢別の検討を行うと、抗菌薬処方量全体お

よびキノロン系抗菌薬が 5 歳未満特に 1 歳に

多かった。2017 年 10 月政府から発表された

抗微生物薬の手引書[6]は学童期以降をター

ゲットとしている。抗菌薬処方機会の多い乳

幼児においても抗微生物薬の手引き書の必要

性が明らかになった。 

標榜科別の検討では、小児科および耳鼻科

の一次医療機関での処方量が多いことが明ら



10 
 

かとなった。これは本邦の医療体制が、患者

側が自由に診療科を選択できることを反映し

ているものと考えられた。標榜科と具体的な

病名の関連性について検討ができていないた

め、抗菌薬が必要な疾患が耳鼻科医を多く受

診している可能性もあるが、その処方内容は

広域抗菌薬が多くを占めており、外来での適

正使用を進めていく上で重要なターゲットで

あることが示唆された。 

また、使用抗菌薬毎にどの標榜科が処方して

いるか検討した結果、診療科毎で使用する抗

菌薬が異なることも明らかとなった。特筆す

べきは、皮膚科医によるテトラサイクリン系

抗菌薬であった。また、歯牙着色のリスクの

ある 8 歳以下の小児患者に対しての処方が全

体の 33%であることも明らかとなった。 

病名毎の検討では、気道感染症（上気道炎

及び下気道炎）に対して全体の 80%の抗菌薬

が使用されていることが明らかとなり、気道

感染症に対する適正使用が、アクションプラ

ン達成のための重要な鍵となると考えられた。 

また、上気道炎患者の 32% が抗菌薬処方

をうけており、この中には本来不要である抗

菌薬処方が含まれている可能性があり、医師、

保護者への啓発活動が重要と考えられた。下

気道感染症への処方は、大半が第 3 世代セフ

ェム、マクロライド系抗菌薬であり、第 1 選

択薬や処方の必要性に関する見直しが必要で

あることが示唆された。 

本研究にはいくつかの limitation がある。現

段階の検討では、院内処方で処方された医科

レセプ上にのる処方情報、DPC 対象病院の入

院患者に処方された DPC レセプト上にのる

処方情報の解析は除外されている。ただしこ

れまでの報告によると、0-14 歳までの抗菌薬

処方の 98.7-98.8%が外来患者であり[2]、調剤

レセプトは 70.2-73.9%網羅できるとされ[7]、

小児においてはさらに調剤レセプトの割合が

多く網羅されるため、全国民の大多数はカバ

ーされていると考えられる。また、レセプト

データに基づく解析であり、処方を受けた医

療機関の所在地で集計結果はカウントされる

ため、実際の居住と乖離している可能性があ

る。 

これらの限界を加味した上で、今後さらなる

検討が必要である。 

 

E.結論 

 2013-2016 年にかけて国内の小児の抗菌

薬使用量には変化が見られなかった。アクシ

ョンプランの達成のためのターゲットとすべ

き、年代（1-5 歳）、抗菌薬の種類（3 世代セ

ファロスポリン系、マクロライド系抗菌薬）、

疾患名（気道感染症）、標榜科（小児科、耳鼻

科）が明らかとなった。アクションプラン実

現のために国全体として具体的介入手段を講

じる必要がある。 

 

Ｆ. 研究発表  

1.論文発表： 

1) Kinoshita N, Morisaki N, Uda K, Kasai 

M, Horikoshi Y, Miyairi I.  Nationwide 

study of outpatient oral antimicrobial 

utilization patterns for children in Japan 

(2013–2016). J Infect Chemother. 2019 Jan; 

25(1):22-27. 

2) Uda K, Kinoshita N, Morisaki N, Kasai 

M, Horikoshi Y, Miyairi I. Targets for 

optimizing oral antibiotic prescriptions for 

pediatric outpatients in Japan. Jpn J Infect 

Dis. (In press) 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

平成 30 年度 分担研究報告書 

 

小児における感染症対策に係る府中地域ネットワークの標準モデルの検証 

（地域のネットワークの形成、monitoring and feedback について） 

堀越 裕歩（東京都立小児総合医療センター 感染症科 医長） 

 

研究要旨 

日本では抗菌薬の 9 割が外来で使用が多い内服抗菌薬であり、効果的な介入モデルが望ま

れる。地域のプライマリーレベルでの抗菌薬適正使用の介入が望ましいが、病院レベルの

介入に比べて、個人または少数の医師で運営されていて、対象となる数も多い、既存の介

入するスキームがないなど、介入が困難なことが知られている。府中市地区をモデルとし、

クリニックと薬局のレセプトデータを使用し、クリニック毎の小児患者あたりの抗菌薬の

使用量をモニタリングし、定期的にフィードバックすることで、抗菌薬の適正使用を推進

する。 

本研究では、モニタリング方法の確立と定期的なフィードバックの効果を検証することを

目的とした。 

 

 

研究協力者：宇田 和宏（東京都立小児総

合医療センター 感染症科）、木下典子（国

立国際医療研究センター 総合感染症科） 

 

Ａ. 研究目的 

 

薬剤耐性菌の問題は、世界的な脅威であり、

包括的な実行性のある対策が求められてい

る。日本政府は、2016 年に薬剤耐性対策ア

クションプランを作成した。その中で成果

指標として、内服薬のセファロスポリン系、

フルオロキノロン系、マクロライド系の使

用量の半減が掲げられている 1)。国内で使

用される抗菌薬の約 9 割は、外来使用の多

い 内 服 抗 菌 薬 で あ る が 2) 、 従 来 の

Antimicrobial Stewardship Program

（ASP）は、急性期ケアの病院が対象で、

個人や少数で運営されるクリニックへの介

入に適応が困難である。処方決定に関する

自主性が強いこと、介入対象となる数が多

いこと、院内の ASP のように介入するため

の地域での既存のスキームがないことが理

由として挙げられる。一方で、各クリニッ

クでどのような処方が行われているかは、

客観的に可視化されておらず、医療ケアの

質改善で用いられるベンチ・マーキングの

手法は、有用な可能性がある 3)。小児病院

では、カルバペネム系の使用量を全国で比

較し、平均的なカルバペネム系の使用量を

明らかにして、ベンチ・マーキングを行い、

過剰に使用している施設のカルバペネム系

使用量削減を試みている 4)。東京都の府中

地区をモデルとし、各クリニックの抗菌薬

の処方パターンをモニタリングにより可視
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化して、自クリニック以外のクリニック名

を匿名化、フィードバックすることで、地

域でのベンチ・マーキングにより過剰に使

用しているクリニックは、処方パターンを

自発的に見直してもらう介入を行う。これ

により、地域のプライマリーレベルでの抗

菌薬使用量のベンチ・マーキングにより、

過剰な使用、もしくは過剰な広域抗菌薬の

使用量の削減できるかの検討を行う。 

 

Ｂ. 研究方法 

1）対象 

東京都府中市で開業していて、小児患者を

診療している小児科、内科、耳鼻科を標榜

し、府中市医師会を通して研究に協力を得

られた一次医療機関 

 

2）期間 

2017 年 1 月から 2019 年 12 月まで。 

 

3）データの抽出方法 

府中市薬剤師会より協力を得られた周辺開

業薬局から、レセプトデータより処方した

クリニック、抗菌薬の種類・日数を抽出し

た。クリニックより小児患者の受診数を抽

出した。 

 

4）モニタリング項目 

クリニック毎に内服抗菌薬の種類別の患者

あたりの処方件数、処方日数（Day of 

therapy：DOT）を算出した。 

 

5）フィードバック項目 

モニタリング項目を自クリニック以外の匿

名化を行い、棒グラフで表示して、他のク

リニックに比較して、処方密度や日数、広

域抗菌薬の使用割合を可視化して、定期的

に各クリニックにフィードバックを行った。 

 

6）プライマリー評価項目 

地域における平均的な使用密度と比較して、

抗菌薬の使用が多いクリニックでの患者あ

たりの使用密度または使用日数の増減。 

 

8）統計学的解析 

評価項目における傾向検定、対応のあるｔ

検定、ウイルコクスンの符号順位和検定を

行い、有意水準を p<0.05 とする。 

 

9）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で

承認を得た。（受付番号：1494）研究対象機

関は、事前に同意をえた。研究の実施は、

同センターのホームページ上で掲示をし、

参加拒否機会を与えた。レセプトデータは、

個人情報を削除して扱つかい、個人情報に

留意した。 

 

Ｃ．結果 

府中市医師会の 21 のクリニック、20 の調

剤薬局が参加した。患者あたりの処方件数

と処方日数が抽出できたクリニックは 16、

患者あたりの処方件数のみが抽出できたク

リニックは 4 であった。 

2017年 1月から 3ヶ月毎に結果のフィード

バックを行った。2 年間の処方件数、処方

日数の一覧を図 1, 図 2 に示した。医療機関

におる受診患者件数あたりの処方件数、処

方日数ばらつきが多かった。 

2017 年 1 月から 2018 年 12 月までの期間

で、医療機関の患者データおよび薬局から

のデータが収集できたクリニックは 9 クリ
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ニック/薬局であった。9 クリニックでの内

科と小児科の比較を図 3、図 4、図 5 に示し

た。抗菌薬処方の合計は、小児科では 2017

年 5370 件/受診患者/年、2018 年 4616 件/

受診患者/年で、内科では 2017 年 643 件/

受診患者/年、2018 年 485 件/受診患者/年で

あった。2017 年と 2018 年の比較では小児

科、内科とも減少していたが、統計学的に

は有意な減少は見られなかった（p=0.10 [小

児科], p=0.10 [内科]）。 

小児科と内科の抗菌薬処方の内訳について

は、ペニシリン・アモキシシリンの占める

割合が高く、内科では、3 世代セフェム、

マクロライドが多く、ペニシリン系が少な

かった。2017 年と 2018 年の比較では、小

児科では、3 世代セフェムが減少し、第 1

世代セフェムが増加していた。内科ではペ

ニシリン系が増加していた。全体の処方件

数では、小児科、 内科とも減少していた。 

 

 Ｄ. 考察 

本検討の結果、定期的な処方量の可視化

とその結果のフィードバックにより抗菌薬

処方が減少する可能性が示唆された。 

まず、処方の可視化により、医療機関別

の処方件数、処方日数、処方内容ともにば

らつきが大きいことがわかった。一次医療

機関のレベルでどの程度処方にばらつきが

あるかに関しては、地域の抗菌薬処方をク

リニック単位で評価した検討は過去に本邦

ではなく、有用な情報になりうると考える。 

2017 年と 2018 年での経年的な比較では、

抗菌薬の処方件数に統計学的に有意ではな

いものの、小児科、内科ともに減少傾向で

あった。処方件数の変化の理由に関しては、

評価できていないが、抗菌薬処方のフィー

ドバックにより、他のクリニックと比較し

て自施設の処方を振り返ることが、抗菌薬

処方を見直すきっかけになっている可能性

が示唆された。 

更に処方内容については、小児科医はペ

ニシリン系抗菌薬が処方のメインをしめ、

内科医は、第 3 世代セフェム系抗菌薬を処

方している傾向が見られた。このような差

が生じている理由に関しては不明であるが、

小児科医の方が、広域抗菌薬を控える適正

使用に関する意識が高い可能性がある。 

研究の limitation に関しては、参加施設

のうちでデータ欠損が見られ、9 クリニッ

クに限定した解析になっている点である。

これは薬剤データの抽出にある程度労力が

かかることに起因すると思われる。当研究

班では、国立国際医療研究センターAMR 臨

床リファレンスセンターと共同で簡便な抽

出ツールの開発に関わっており、抽出ツー

ルの作成後、再度欠損データの補填を行う

予定である。データ収集後に、再度経年的

な効果に関して評価を行う。 

 

Ｆ. 研究発表  

1.論文発表：なし  

2.学会発表：なし  

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  

 

 

1) 国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚

会議. 薬剤耐性(AMR)対策アクションプラン 

(http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouh
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ou-10900000-Kenkoukyoku/0000120769.pd

f (2019 April 13)) 

2) Muraki Y, et al.: Japanese antimicrobial 

consumption surveillance: First report on 

oral and parenteral antimicrobial 

consumption in Japan (2009-2013) Journal 

of Global Antimicrobial Resistance 2016; 7: 

19-23 

3) Meeker D, et al.: Effect of Behavioral 

Interventions on Inappropriate Antibiotic 

Prescribing Among Primary Care Practices: 

A Randomized Clinical Trial. JAMA 2016; 

315: 562-70 

4) 堀越裕歩, et al. 全国の小児医療施設にお

ける抗菌薬適正使用の検討.  第 46 回日本小

児感染症学会総会・学術集会; 10/18-19; 東京

2014. 
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図 3：小児科と内内科の処方内内容の比較
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図 4：小児科での処方件数の経年的変化 

 
 
図 5：内科での処方件数の経年的変化 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

平成 30 年度 分担研究報告書 

 

小児における感染症対策に係る兵庫地域ネットワークの標準モデルの検証 

笠井正志（兵庫県立こども病院・感染症科・部長） 

 

 

研究要旨 

 神戸こども初期急病センター（以下、神急）、姫路市休日夜間急病センター（以下、姫急）に

おける抗菌薬の処方状況調査を行い、それぞれの施設における問題点の抽出と抗菌薬適正使用の

観点からの介入を開始した。いずれの施設でも急性気道感染症に対する抗菌薬処方が多く、第 3

世代セフェム系薬の処方削減が必要と考えられた。神急ではニュースレター形式での月に 1 度

の処方状況のフィードバックを軸に、姫急では施設の実情に即した形で作成したマニュアルを配

布するとともに出務医師らへのフィードバックを軸に介入を行った。介入以降、両施設とも抗菌

薬処方割合は順調に低下しており、出務医師らの処方行動は抗菌薬適正使用の方向へ変化した。 

 

 

研究協力者 

 明神翔太（国立成育医療研究センター 感 

 染症科） 

 宍戸亜由美（兵庫県立こども病院） 

 

A． 研究目的 

 

 休日夜間急病センターには多数の患者が訪

れ、単施設で複数の医師が出務しており、地

域の医師会を中心に出務・運営されているこ

とが多い。このような背景から、我々は初期

急病センターにおける抗菌薬の処方動向調査

と教育的な介入は地域にも波及する可能性が

あると仮定し、抗菌薬適正使用の観点から施

設における問題点の抽出と介入を行うことを

研究の目的とした。 

 

B． 研究方法 

 

 両施設ともに 15 歳以下（中学生以下）の小

児患者を対象とした。神急・姫急ともに介入

前調査で採用抗菌薬の種類を把握した。神急

は 2017 年 10 月から 2018 年 9 月を、姫急で

は 2014 年 9 月から 2018 年 3 月を介入前とし

て、それぞれの施設における抗菌薬処方状況

を調査した。問題点を抽出した上で、神急で

は 2018 年 10 月から、姫急では 2018 年 4 月

から介入を開始した（姫急では 2018 年 4 月

から 9 月を介入準備期、10 月以降を介入後と

設定した）。 

 抗菌薬処方の評価は、二施設ともに全受診

者に対する抗菌薬処方件数を抗菌薬処方率と

定義し、経時的な変化を評価した。神急では

経口第 3 世代セフェム系薬の処方目的に注目

し、処方ごとに不必要処方・不適正処方・適

正処方と分類した。不必要処方は急性上気道

炎・急性気管支炎・インフルエンザ・耳下線

炎・急性胃腸炎など病名から抗菌薬処方が明
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 姫路市休日夜間急病センター（姫急） 

 介入前：採用抗菌薬は同一系統のものを含

め合計 13 種類存在していた。抗菌薬処方に関

する施設内のマニュアルは存在しなかった。

小児科医以外にも時間帯・症状に応じて耳鼻

咽喉科医・眼科医の診察があった。当該期間

において、15 歳以下の患者の 13%に経口抗菌

薬が処方されていた。抗菌薬処方率は年度毎

に低下傾向を認め、2017 年度は受診者の 10%

に経口抗菌薬が処方されていた。年度・患者

年齢によらず第 3 世代セフェム系薬の処方が

多く、急性気道感染症の 17%に抗菌薬処方が

あり、これは他の病名に対するものも含めた

全抗菌薬処方の 71%に相当した。第 3 世代セ

フェム系薬の 75%が急性気道感染症に対する

ものであった。溶連菌感染症の 45%に第 3 世

代セフェム系薬が処方されていた。病名別

DOTはいずれの病名でも第3世代セフェム系

薬が高かったが、特に急性気道感染症・中耳

 

図 2. 経口第 3 世代セフェム系薬処方における不必要割合の経時的推移 
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図 3. 経口抗菌薬処方中の第 3 世代セフェム系薬処方の占める割合と経時的推移 
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炎・溶連菌感染症で顕著であった。これらの

結果より介入前評価では、①採用抗菌薬が多

く、種類に偏りがある、②抗菌薬使用に関し

て施設に適した形で標準化したマニュアルが

存在しない、③どの期間・年齢においても第

3 世代セフェム系薬の占める割合が大きい、

④急性気道感染症・急性中耳炎・溶連菌感染

症などに対する第 3 世代セフェム系薬の処方

が多い、などの項目を問題点として抽出した。 

 介入準備期：現状調査の結果を姫路市小児

科医会の研究会で報告を行い、出務医師らと

意見交換を行った。この際には抗菌薬適正使

用に向けた前向きなコメントを数多く聞くこ

とができた。現状報告の結果をまとめた報告

書として、「姫路市休日夜間急病センター版小

児に対する内服抗菌薬適正使用マニュアル」

を姫路市医師会と共同して作成し、出務医師

全員にメーリングリスト・郵送で配布し、セ

ンター内の診察室に設置した（図 4）。小児科

学会地方会をはじめとした学会やその他の研

究会等の場で現状調査結果を繰り返し報告し

た。 

 

 介入後：全体の抗菌薬処方率は介入準備期

以降は 8%まで低下した。特に小児科医師の抗

菌薬処方率は介入前 10%から介入後 4%まで

低下した。抗菌薬種別ではペニシリン系薬の

DOTs が上昇し、第 3 世代セフェム系薬が減

少した（図 5）。病名別では急性気道感染症・

急性中耳炎・溶連菌感染症ともに経口第 3 世

代セフェム系薬の DOTs は減少した（図 6）。 

図 4. 姫路市休日夜間急病センター版小児に対する内服抗菌薬適正使用マニュアル 
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図 5. 抗菌薬種別の DOT 
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図 6：病名別 DOT 
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D． 考察 

 

兵庫県の休日夜間急病センター二施設にお

ける小児に対する経口抗菌薬処方状況を調査

し、改善すべき点を抽出した上で抗菌薬適正

使用の観点から介入を開始した。神急では処

方モニタリングとニュースレター形式でのフ

ィードバックを軸に、姫急では研究会や学会

などを通しての顔を合わせてのフィードバッ

クとマニュアル作成・配布を軸に介入を行っ

た。2 施設における介入手法は異なっていた

が、受診者に対する抗菌薬処方率は低下した。

神急では経口第 3 世代セフェム系薬の処方

数・処方率ともに低下し、不必要処方の占め

る割合も低下した。姫急では全病名に対する

経口第 3 世代セフェム系薬の処方が低下した

が、特に急性気道感染症に対する処方低下は

顕著であった。厚生労働省が掲げる AMR ア

クションプラン成果指標の一つに「経口セフ

ァロスポリン系薬の 2020 年での処方 50%減

(対 2013 年比)」がある。両施設ともに 2013

年度の抗菌薬処方状況とは比較ができないが、

介入前後で第 3 世代セフェム系薬は 50%以上

削減しており、1 年間の短期間の介入のみで

この成果指標を達成することができた。 

我々の知る限り、休日夜間急病センターに

おける小児に対する抗菌薬処方状況調査と介

入に取り組んでいる他施設や先行研究は存在

しない。今回の介入前調査の結果をフィード

バックする際には出務医師らからの批判的意

見に対処することも当初は想定していたが、

実際は処方状況を数値化してフィードバック

したことに感謝いただき、介入に関しても医

師会や急病センター職員と協力して積極的に

進めることができた。 

 介入は順調に進んでおり処方データの変化

も現れてきているが、我々の研究にはまだ取

り組むべき課題が残っている。神急で作成し

ているニュースレターは掲示を行っているの

みであり出務医師らがどの程度注目している

かは不明である。姫急では採用薬の整理・削

減はまだできていないことや、8%前後の受診

者の診療を行う耳鼻咽喉科とはフィードバッ

クや情報交換を行う機会をまだ設けられてお

らず、耳鼻咽喉科の受診者に対する抗菌薬処

方はまだ多い。両施設ともに抗菌薬処方が減

ったのは AMR アクションプランの策定や諸

学会などからのマニュアルの普及による、出

務医師らの意識の変化の影響も大きいと考え

られ、我々の介入のみが処方状況の変化を生

み出したとは一概には言えない。抗菌薬処方

が減る一方で地域において重症細菌感染症の

患者が増えていないかを評価することができ

ていない。また最初の研究仮説として設定し

た急病センターから地域への波及効果がある

かどうかを評価することができていない。 

 これらの課題に対する我々の次年度の目標

は以下の通りである。両施設ともに同様の調

査とフィードバックを継続していくが、まず

は地域への波及効果の評価と、ニュースレタ

ーやマニュアルの普及具合を確認することを

目的として出務医師らにアンケート調査を行

う。アンケートに対しては出務医師らに忌憚

なき意見を記載いただき、積極的に意見交換

のできる機会を設けていく。我々の介入の効

果をある程度定量化するために、兵庫県内で

まだ介入が行われていない他の休日夜間急病

センターにおける抗菌薬処方状況を調査して

神急・姫急のデータと比較する。小児科医師

による処方行動が変容してきたことを踏まえ

て姫急では出務機会のある耳鼻咽喉科医師ら
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への介入方法を模索する。地域の重症細菌感

染症の増加がないかどうかに関しては、姫路

地域の小児科基幹病院における入院患者に関

する情報を後方視的に検討し、乳突蜂巣炎、

扁桃周囲膿瘍、深頸部感染症、眼窩蜂窩織炎、

膿胸、肺膿瘍、硬膜外膿瘍、髄膜炎、頸部リ

ンパ節炎等の入院数の増加がないかどうかを

確認する。 

 

E． 結論 

 

 急病センターの経口抗菌薬処方状況調査に

より、抗菌薬適正使用の観点から問題点と改

善点が明らかになった。フィードバックやマ

ニュアルによる介入により出務医師らの抗菌

薬処方行動は適正使用の方向へ変容している。

薬剤耐性菌の増加を招かないために引き続き

地域レベルで抗菌薬適正使用に取り組み、継

続していく必要がある。 
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Chemother. 

- - 2018 

4 Uda K, Okubo Y, Shoji K, 

Miyairi I, Morisaki N, 

Michihata N, Matsui H, 

Fushimi K, Yasunaga H 

WU polyomavirus detected in 

children with severe respiratory 

failure. 

J Clin Virol 107 25-28 2018 

5 Okubo Y, Michihata N, 

Morisaki N, Uda K, Miyairi I, 

Ogawa Y, Matsui H, Fushimi 

K, Yasunaga H. 

Recent trends in practice patterns 

and impact of corticosteroid use 

on pediatric Mycoplasma 

pneumoniae-related respiratory 

infections.. 

Respir 

Investig. 

56 158-

165 

2018 



6 Uda K, Shoji K, Koyama-

Wakai C, Furuichi M, Iwase 

N, Fujisaki S, Watanabe S, 

Miyairi I. 

Clinical characteristics of influenza 

virus-induced lower respiratory 

infection during the 2015 to 2016 

season. 

J Infect 

Chemother 

24 407-

413 

2018 

7 Uchida H, Tada T, Sugahara 

Y, Kato A, Miyairi I, Kirikae T. 

A clinical isolate of Escherichia coli 

co-harbouring mcr-1 and 

blaNDM-5 in Japan. 

J Med 

Microbio 

67 1047-

1049 

2018 

8 Murofushi Y, Furuichi M, 

Shoji K, Kubota M, Ishiguro 

A, Uematsu S, Gai R, Miyairi 

I. 

Adverse Economic Impact 

Associated With Blood Culture 

Contamination in a Pediatric 

Emergency Department. 

Pediatr Infect 

Dis J. 

37 755-

758 

2018 

9 Asakura M, Tanaka T, Shoji 

K, Karakawa S, Ishiguro A, 

Miyairi I. 

Chronic Neutropenia in Children 

with Abscess Forming Cervical 

Lymphadenitis Caused by 

Staphylococcus aureus. 

Pediatr Infect 

Dis J. 

- - 2018 

10 Furuichi M, Furuichi M, 

Horikoshi Y, Miyairi I. 

Infectious Diseases Consultation 

Improves Treatment and 

Decreases Mortality by 

Enterococcal Bacteremia in 

Children. 

Pediatr Infect 

Dis J 

37 856-

860 

2018 

11 Aizawa Y, Suwa J, Higuchi H, 

Fukuoka K, Furuichi M, 

Kaneko T, Morikawa Y, 

Okazaki K, Shimizu N, 

Horikoshi Y. 

Antimicrobial stewardship 

program in a pediatric intensive 

care unit 

J of Peidatric 

Infectious 

Diseases 

Society 

17 156-

159 

2018 

12 Fukuoka K, Furuichi M, Ito K, 

Morikawa Y, Watanabe I, 

Shimizu N, Horikoshi Y. 

Longer Duration of Urinary 

Catheterization Increases 

Catheter-Associated Urinary Tract 

Infection in PICU. 

Pediatr Crit 

Care Me 

19 156-

159 

2018 

13 笠井正志 『抗微生物薬適正使用の手引き』の

エッセンスを患者さんと共有するために 

診療と新薬 55 225-

263 

2018 

14 山中崇之，堀越裕歩 国の小児医療施設における薬剤耐性

グラム陰性桿菌による侵襲性感染症の

調査 

日本新生児成

育学会誌 

30 121-

128 

2018 



15 堀越裕歩 薬剤耐性対策としての抗菌薬の適正使

用とワクチン 

千葉県小児科

医会会誌 

49   2018 

16 堀越裕歩 抗微生物薬の適正使用について 東京小児科医

会報 

37 36-41 2018 

 

学会発表 

発表者氏名  発表タイトル名  学会名  開催場所  開催年月  

木下典子,大久保祐

輔,宮入烈他 

本邦の小児溶連菌感染症に対する抗菌薬

の 処方実態の検討 

第 121 回日本小児

科学会 

福岡国際会議

場、福岡 

2018 年 4 月 

木下典子,大久保祐

輔,宮入烈他 

本邦の小児の胃腸炎患者に対する抗菌薬

の処方実態 

第 121 回日本小児

科学会 

福岡国際会議

場、福岡 

2018 年 4 月 

笠井正志、岸本健

二、伊藤雄介他 

穏やかな ASP 活動で経口第 3 世代セファ

ロスポリンを減らすことができる 

第 121 回日本小児

科学会 

福岡国際会議

場、福岡 

2018 年 4 月 

堀越 裕歩 小児における耐性菌感染症の脅威 第 121 回日本小児

科学会学術集会 

福岡国際会議場 2018 年 4 月 

Otake S, Okada H, 

Horikoshi Y et al. 

Successful outpatient antimicrobial 

stewardship program for oral antibiotics in 

Pediatrics at a community hospital 

Pediatric Academic 

Societies 2018 

Metro Toronto 

Convention 

Centre, Toronto, 

Canada 

2018 年 5 月 

Araki K, Horikoshi Y 

et al. 

Prescription of antimicrobials to 

hospitalised neonates and children in Japan 

36th European 

Society of Pediatric 

Infectious Diseases 

Malmömässan, 

Malmö, Sweden 

2018 年 6 月 

宮入 烈 小児科外来における 抗菌薬の使い方・考

え方 

第 29 回日本小児

科医会総会 

横浜市 2018 年 6 月 

堀越裕歩 細菌感染による皮膚疾患 第 42回日本小児

皮膚科学会 

東京 2018 年 7 月 

堀越裕歩 地域での AMR 対策を展開していくために

必要なこと 

第 28回日本外来

小児科学会 

東京 2018 年 8 月 

Uda K, KinoshitaN, 

Miyairi et al. 

Targets for optimizing oral antibiotic 

prescriptions 

for pediatric outpatients in Japan 

ID week2018 San Francisco, 

USA 

2018 年 10 月 

Uda K Miyairi et al. Preemptive infection control against multi-

drug resistant organisms by active 

screening for children hospitalized abroad 

The 9th Asian 

Congress of 

Pediatric Infectious 

Diseases 

Fukuoka, Japan 2018 年 11 月 



笠井正志 小児 AMR 対策 第 439 回日本小児

科学会京都地方会

学術集会 

京都市 2018 年 9 月 

明神翔太、笠井正志 姫路市休日夜間急病センターにおける 15

歳未満への内服抗菌薬処方状況調査 

第 275 回小児科学

会兵庫県地方会 

姫路市 2018 年 9 月 

宍戸亜由美、笠井正

志 

神戸における小児外来抗菌薬 適正使用プ

ロジェクトについて 

第 275 回小児科学

会兵庫県地方会 

姫路市 2018 年 9 月 

堀越裕歩 Fusobacterium 属肺膿瘍 第 649回日本小児

科学会東京都地方

講和会 

東京 2018 年 10 月 

堀越裕歩 地域における抗菌薬適正使用に感染症専

門家はどのように組むべきか 

第 65回日本化学

療法学会東日本支

部総会 

東京 2018 年 10 月 

堀越裕歩  小児と成人領域での連携した対応 水

痘．シンポジウム．第 67 回日本感染症学

会東日本地方会学術集会 

第 65回日本化学

療法学会東日本支

部総会 

東京 2018 年 10 月 

宮入 烈 小児科外来における適正使用を地域でど

のように進めるか 

第 152 回日本小児

科学会山梨県地方

会 

甲府市 2018 年 10 月 

宮入 烈 抗微生物薬適正使用の手引きと小児の感

染症診療 

第 43 回東日本小

児科学会 

千葉市 2018 年 11 月 

Miyairi, I. Global perspectives and local activities 

against antimicrobial resistance 

The 9th Asian 

Congress of 

Pediatric Infectious 

Diseases 

Fukuoka, Japan 2018 年 11 月 

笠井正志 小児夜間外来における抗菌薬の考え方  第 88 回西日本感

染症学会 

鹿児島市 2018 年 11 月 

明神翔太、宍戸亜由

美、笠井正志 

兵庫県の休日夜間急病センターでの 抗菌

薬処方動向調査 

第 34 回近畿外来

小児科学研究会 

大阪市 2018 年 11 月 

山中崇之，舟越葉那

子，堀越裕歩 

小児医療専門施設で検出された基質拡張

型βラクタマーゼ産生菌のタイピング 

第 50 回日本小児

感染症学会学術集

会 

福岡 2018 年 11 月 

大竹正吾，堀越裕歩

ほか 

感染症専門医の在籍しない環境における

抗菌薬適正使用支援プログラムの有効性 

第 50回日本小児

感染症学会学術集

会 

福岡 2018 年 11 月 



笠井正志 小児 AMR 対策 第 221 回大阪小児

科学会 

大阪市 2018 年 12 月 

 



令和元年 5 月 27 日
厚生労働大臣 殿

所属研究機関長

次の職員の平成 30年度厚生労働科学研究費の調査研究における、

いては以下のとおりです。

1.研究事業名  平成 3)年度厚生労働科学研究費補助金I新興―再興感染症及び予防接種政策推進研究

2.

事業)

研究課題名  小児における感染症対策に係る地域ネットワークの標準モデルを検証し全国に普及する
ための研究 ( H29‐新興行政‐一般‐002 )

研究者名  (所属部局・職名) 生体防御系内科部感染症科・診療部長

(氏名・フリガす) 官入 烈・ ミヤイ リ イサオ

3.

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 □   ■ □ □

遺伝 了・治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 (※ 3) ■ □ ■

国立成育医療研究センター

国立感染症研究所
□

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               )
□ □ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること.
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入することっ

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 缶
小

)■ (有の場合はその内容 :

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れることっ
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



所属研究機関長 職 名 院長    :

氏 名 __慶 部 誠■

次の職員の平成 30年度厚生労働科学研究費の調査研究にお :する、倫理審査状況及び利益相反等の管理に
ついては以下のとおりです

厚生労働大臣
(                                                  )

(1ヨE111こンβ辱さ4に憲‖EE:1,F:lSi=|ド Li,こ|:員:)

zore+ E E>{ H

、「審査済み」

1.研究事業名

2_研究課題名

3.研究者名

トワークの

めの研究 ( H29-新興行政―一般-002 )

(氏名・フリガナ)堀と 裕歩 ホリコシ ユウホ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチニックすること

その他 (特記事項 )

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 犠 1)

審査済み   審査 した機関
ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 二   ■ E

遺伝子治療等臨床研究 :こ関する指針
=   

■

ノ、を対象とする医学系研究に関する倫理指針 篠3) 彗   = ■ 国立成育医療研究センター

l‐i生労働省の所管する実施機関における動物実験
等の実施に関する基本指針

三   日

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) =  
彗

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること
(※3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や 「臨末研究 :こ関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること

=

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 重 (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 右
］
■ 無
=1無
の場合li委託た機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 口 (無の場合はその理由 : )

当研究に係 るCOIに ついての指導・管理の有無 有 ■ (有の場合はその内容 :
)

・該当する日にチェックを入れること ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること

機関名 東京都立小児総合医療ゼジタ■

‘
■

1研究倫理教育の受講状況 「蔓



令和元年 5月  23日
厚生労働大臣
(難纂 轟 験 轟 解 饗 獅 帳 )殿
(                                   )

機関名  兵庫県立こども病院 11■

所属研究機関長 職 名  病院長   ・ 1・ 1‐‐1:11‐

氏 名  中尾 秀人    ■印

次の職員の平成 30年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。

1.研究事業名 厚生労働科学研究費傷 興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業

2.研究課題名 小児における感染症対策に係る地域ネットワークの標準モデルを検証し全国に普及するた

めの研究 ( H29-新興行政一一般→曖 )

3.研究者名 輌属部局・織名) 兵ul‐県立こども病院 感染症内科部長

(氏墓 フヽリガす) 笠井 正志 _塑サイ マ主主

(※ 1)当該研究者 th・
夕し一部若しく1ま全部の審査が完了していない場合は、r未審査Jにチェックすること。

その他 (特記事項 )

ること。

(※3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針Jや「臨床研究に関する論理指針Jに準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

t l ll l■ 1・ 瑾
=:117:F研

■11+:‐ :〔:織菫名:| □   ■ □

遺伝子治療等議床研究に関する指針 二|  ロ 瞳 □

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 (※ 3) ■   L ■ 国立成育医療研究センター □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
L  ■ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               )
口   ■ El □

.1議晉■,実撮|す :Lii当 た 1`瑳守す |さ綸理指
=||■
間十ろ綸〕■豪iⅢ審査ホ済 .1〔いる場合it、 「害主済イ=J;■ チゴ,

轟1究論理教育′)■ |=1'1■ 受講 ■   未受講 □

6.利益相反の管理

■計究程 |=1■ おi:4,C O IJI管理 :[:=■ ろ規trii t 有 薔 無 □ (無の場合はその理由:                  )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 口 (無の場合は委託先機関:                 )

当研究に係るCO重 についての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由:                  )

当研究に係るC01に ついての指導・管理の有無 有 □ 無 壼


